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・ 当社は、今年度より決算日を3月31日から12月31日に変更することを予定。従い当社は、今年度より決算日を3月31日から12月31日に変更することを予定。従い
まして、通期業績予想においては、当社及び日本国内連結子会社につきましては9カ
月間（2015年4月～12月）、海外連結子会社については12カ月間（2015年1月～12月）
を連結対象期間とした予想数値を決算短信で記載する。

また、昨年度「2015年3月期実績」に対して、今年度も同条件で比較を行うため、比
較対象期間を同期間(当社及び国内外連結子会社12カ月間ベース)に置き換え、「2015
年12月期計画（参考値）」として業績数値を算出したので、ご留意下さい。年12月期計画（参考値）」として業績数値を算出したので、ご留意下さい。
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・ 舶用機器事業は事業規模が小さいが、2015/3での増収増益率は著しい。舶用機器事業は事業規模が小さいが、2015/3での増収増益率は著しい。

・ 油圧機器事業は中国建機市場での需要低迷により減収し、今後の回復は依然不透
明。
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・ 前年同期比での増益要因は以下通り。前年同期比での増益要因は以下通り。
‐ 売上増にによる増益 +46億円
‐ 減価償却方法の変更による減価償却費減少 +13億円
‐ 為替効果 +10億円、うち自動ドア事業と航空機器事業が大半占めている

・ 前年同期比での減益要因：
‐ 将来の成長のための先行投資である販管費等は前年同期比で38億円増加。
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・ 現在取締役会で自己資本比率の適正化を含めた財務戦略を討議しており、後日改現在取締役会で自己資本比率の適正化を含めた財務戦略を討議しており、後日改
めて財務戦略を報告する。
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・ 短信ベースでは、当社及び日本国内連結子会社については9カ月間（2015年4月～短信 スでは、当社及び日本国内連結子会社に いては9カ月間（2015年4月
12月）、海外連結子会社については12カ月間（2015年1月～12月）を連結対象期間とし
た予想数値を決算短信で記載している。従来の第4四半期(当社および日本国内連結
子会社)は連結対象外。
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・ 2015/3に比べ、2015/12計画(参考)の増益要因：2015/3に比 、2015/12計画(参考)の増益要因：
‐ 売上増による増益 +62億円

・ 前年同期比での減益要因：
‐ 販管費等 46億円増加

内訳：研究開発費 12億円
広告宣伝費 4億円 (昨年は発生した半期分の広告宣伝費が

今期フルで計上する見込み)今期フルで計上する見込み)
IT関連費用 4億円 (①精密減速機事業中国新工場のシステム対応

②全社セキュリティ強化)
国内外子会社整備費用等 26億円

‐ 設備投資増による減価償却費増加 19億円
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・ 全社ベースで増加する販管費の負担に加え、精密減速機中国新工場の立ち上げおよ全社 スで増加する販管費の負担に加え、精密減速機中国新工場の立ち上げおよ
び津工場での生産能力増強に伴う費用が発生するものの、増収効果で2015/12計画(参
考)では精密機器セグメントの営業利益率は前期並みレベルの16.0%となる見込み。
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・ 輸送用機器セグメントでは三つの事業ともMRO*ビジネスを抱えており、事業環境の輸送用機器セグメントでは三 の事業ともMRO ビジネスを抱えており、事業環境の
変動には対抗力がある。

・ 2015/12計画(参考)では鉄道機器事業は中国鉄道向けを中心に増収増益となり、舶
用機器事業では電子化対応機器が想定以上に増加する見込み。

・ 商用車機器事業では国内市場が横ばいとなるものの、東南アジア市場の回復によ
り前期比で増収増益となる見込み。り前期比で増収増益となる見込み。

*MRO: Maintenance, Repair, Overhaul
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・ 航空機器事業では受注済みの新規プログラム(MRJ, B737 MAX)量産に向け、航空機器事業では受注済みの新規プ グラム(MRJ, B737 MAX)量産に向け、
2015から2016年にかけて生産能力を増強し、先行投資していく。

・ 油圧機器事業ではハイエストコーポレーションの買収により増収の見込み。
2015年度に、中国2工場の統合を完了し、過剰生産能力を30%削減、固定費の
削減につなげる。削減した生産設備は精密減速機中国新工場と油圧機器のタイ
工場に転用する予定。

買収後の融合および中国油圧機器事業の再編については、スピード感を持って
実行する。
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・ 自動ドア事業では2015/3に北米での買収効果により2015/12(参考)は増収の自動ドア事業では2015/3に北米での買収効果により2015/12(参考)は増収の
見込み。
2015/3に発生した一過性の要因がなくなり、増益の見通し。

・ 包装機事業は海外サービスネットワークの拡充により2015/12(参考)に増収増益
となる見通し。

・ 上記2事業はファブレスのため、加工による操業益を期待しにくいが、上記2事業はファブレスのため、加工による操業益を期待しにくいが、
大きな設備投資を伴わず、景気変動によるダメージが少ない。
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・ 2015/12計画(参考)ベースでは設備投資額は前期比+110億円の見通し。2015/12計画(参考) スでは設備投資額は前期比 110億円の見通し。
前期の未消化分に加え、精密減速機事業中国新工場・部品加工工場・
航空機器事業での生産能力増強を中心に増加する。

・ 減価償却費は設備投資額の増により19億円増加する見込み。

・ 研究開発費について、本社部門は前期比で+4億円であり、事業部門は+7億円の見

通し。事業部門での増加分は顧客による直接要求であり、次年度にそれなりの効果が通し。事業部門での増加分は顧客による直接要求であり、次年度にそれなりの効果が
発現できる。
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・ 2015/12計画(参考)ベースで、大きな設備投資によりフリーキャッシュ・フローは2015/12計画(参考) スで、大きな設備投資によりフリ キャッシ フ は
53億円となる見込みだが、黒字は確保できる。
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・ 小型ロボットが比較的に成長幅が大きく、当社は中大型ロボットを中心に提供して小型ロボットが比較的に成長幅が大きく、当社は中大型ロボットを中心に提供して
いるため、年率成長を10%と設定している。

・ 産業用ロボット向けの成長及びその他アクチュエーターの拡販は新エネルギー機器
事業の減をカバーする見込み。

・ 中長期的な需要増に向けて精密減速機津工場の能力増強と中国新工場の立上げ
に先行投資する。に先行投資する。

22



・ 鉄道車両用機器事業は、中国を中心としたアジア及び欧州でのビジネス展開を期鉄道車両用機器事業は、中国を中心としたアジア及び欧州でのビジネス展開を期
待されている。

・ 中国の高速鉄道については、2016年からの国産化リスクを織り込んでいたが、現状
ではそのリスクは小さいと見ている。

・ 欧州市場の参入は計画より一年前倒しで進んでいる。Bombardier社からグローバ
ルサプライヤーに認定されることと、Siemens社からの初受注は、2年前イタリアにあるルサプライヤ に認定されることと、Siemens社からの初受注は、2年前イタリアにある
鉄道車両用ドアメーカーOclap社買収の果実だ。
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・ 中国新工場の立上げと同時に、舶用機器の需要が増え、業績に寄与している。中国新工場の立上げと同時に、舶用機器の需要が増え、業績に寄与している。
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・ 中期計画の達成に向けて、特に利益面では、重要なポイントは油圧機器事業の収中期計画の達成に向けて、特に利益面では、重要なポイントは油圧機器事業の収
益改善だ。現状中国2工場の再編を含め、4月に買収したハイエスト社との融合を図っ
て構造改革を行っている。特にハイエスト社との統合は2015年12月までに実行し、
2016年からの利益貢献を期待している。
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・ 2011年Gilgen社の買収後、自動ドア事業はM&Aを中心に売上規模を拡大してきた2011年Gilgen社の買収後、自動ドア事業はM&Aを中心に売上規模を拡大してきた
が、利益効率向上はうまくいってない。2015/3にIT関連投資といった予定外の費用が

発生し、収益性が健全ではなかったと認識している。今年度から徐々に収益性の改善
を伴う成長が見込める。
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